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款 項 目
令和６年度
当初予算額

令和５年度
当初予算額

増減額 増減率

３ 34,226,410 27,664,662 6,561,748 23.72% 

１ 社会福祉費 34,226,410 27,664,662 6,561,748 23.72% 

１ 社会福祉総務費 207,245 205,629 1,616 0.79% 

２ 障害者福祉費 18,931,211 17,344,733 1,586,478 9.15% 

３ 高齢者福祉費 2,469,721 2,448,859 20,862 0.85% 

５ 民生委員費 124,028 124,726 ▲ 698 ▲ 0.56% 

８ 介護保険事業費 7,224,737 7,540,715 ▲ 315,978 ▲ 4.19% 

10
住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給
付金費

5,269,468 - 5,269,468 　皆　増

34,226,410 27,664,662 6,561,748 23.72% 

福祉部 当初予算比較表(人事課所管の給与費を除く)  
（単位：千円）

民生費

合　　計
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

152～153 ３
民生費

１
社会福祉費

１
社会福祉総
務費

5-1 多機関型包括的支援体制
構築事業費

千円
３８，９６８

少子高齢化や単身世帯の増加、地域のつながりの希薄化などが進み、福祉ニーズも多様化、複雑化してきて

いる中で、高齢、障害、子育て、生活困窮など福祉分野に関連する複合的な課題にワンストップで対応する相談

窓口を設置し、地域における各相談支援機関等との連携体制の構築、不足する社会資源についての検討及び

新たな資源の創出に向けて取り組むとともに、地域の福祉課題について必要に応じ相談支援機関等と連携して

対応することで、地域を包括的に支える体制づくりに取り組む。

なお、令和６年度からは、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築の

ために創設された、社会福祉法に基づく「重層的支援体制整備事業」として実施し、属性を問わない相談の受け

止めや、社会とのつながりや制度の狭間への対応、世代や属性を超えて交流できる居場所の確保など、これら

を一体的に実施する重層的な支援体制を整備する。

１ 事業概要
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市内２か所に「多機関型地域包括支援センター」を設置し、それぞれに配置する相談支援包括化推進員（社会
福祉士 ３名×２か所）が、以下の（ア）から（カ）までの業務を行う。

（ア）相談者等に対する支援の実施

（イ）地域における各相談支援機関等との連携体制の構築

（ウ）相談支援包括化推進会議（重層的支援会議、支援会議等）の開催

（エ）地域住民の相談を受け止める体制づくり

（オ）地域における福祉課題の把握及び解決に向けた検討

（カ）新たな社会資源の創出に向けた取組み

【設置場所】

・北多機関型地域包括支援センター （琴海地域包括支援センター内）

・南多機関型地域包括支援センター （大浦地域包括支援センター内）

【事業費内訳】

２ 事業内容

区 分 金 額（千円） 主な内訳

委託料 ３８，５４９
多機関型包括的支援体制構築事業運営委託料
【内訳】人件費 ３３，６４８千円

物件費 ４，９０１千円

その他経費 ４１９
・全国研修、ブロック別研修に係る旅費
・研修会開催に係る講師謝礼金 等

合計 ３８，９６８
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【令和６年度の主な取組み】

２ 事業内容

・ワンストップ窓口として相談を受け入れ、複合的な課題を抱えている、社会的孤立、制度の狭間にある等の理由に

より包括的な支援を必要とする人（8050、ダブルケア、障害が疑われる者、ゴミ屋敷など）の支援

・相談支援包括化推進会議（重層的支援会議、支援会議等）の実施、研修会等の開催

・関係機関や庁内各課との連携

1.相談支援

・制度の狭間により生じる社会的孤立の防止に向けた取組(高校での居場所カフェ、中学校での居場所づくり)

・参加支援・地域づくりに向けた支援に係る先進地視察

・個別支援や相談支援包括化推進会議を通して既存の支援制度以外の社会資源の検討（例：南部地域での多分野

が集まる相談支援包括化推進会議）

２.参加支援

・市民への周知（リーフレット・相談窓口紹介のパンフレット「こねくと」の配布・HPへの動画掲載）

・相談機関、専門職への周知（専門職向け事例集「福祉の架け橋」の配布）

・相談支援包括化推進会議（地域課題の把握・ネットワーク機能構築・地域づくりのための資源の開発機能）

・重層的支援体制整備事業の制度説明会の開催

３.地域づくりに向けた支援
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Web口座振替受付サービスで解決

１ 個別相談実績 【単位：人】

２ 相談支援包括化推進会議の開催実績

３ 実 績
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※ 重層的支援体制整備事業交付金 （国庫補助率 １／２、県補助率 １／４）

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金※ 地方債 その他 一般財源

千円
３８，９６８

千円
１９，４８４

千円
９，７４２

千円
-

千円
-

千円
９，７４２

４ 財源内訳
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５ 参 考

厚生労働省作成資料

-9-



５ 参 考

重層的支援体制整備事業として実施する事業
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５ 参 考
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１　補助金

令和6年度
当初予算①

(千円)

令和5年度
当初予算②

(千円)

増  減
① - ②
(千円)

予算説明
書記載頁

132,024 129,281 2,743 

22 (22) 名

・プロパー 16 (16) 名 千円

・再雇用　 2 (2) 名 千円

・市OB嘱託　 2 (2) 名 千円

・嘱託 2 (2) 名 千円

職員の人事異動及び定期昇給などに伴う人件費の増

708 708 - 

7,570 7,832 ▲ 262 

768 768 - 

2,620 2,612 8 

9,889 10,689 ▲ 800 

153,579 151,890 1,689 

長崎市社会福祉協議会に対する助成等一覧表（令和６年度当初予算）

区 分 備　考

社
会
福
祉
総
務
費

長
崎
市
社
会
福
祉
協
議
会
補
助
金

(

3
.
1
.
1

)

内

訳

事務局職員設置事業

5,566 (4,432)

地域福祉計画策定に伴う時
間外

1,407 1,670 ▲ 263 

105,770 (104,006)

9,460 (9,714)

9,821 (9,459)

地域福祉活動推進事業 地区社協助成金@12,000×59地区

社会福祉会館維持管理

合　　　　　計

事務局職員人件費 3,006 127,611 130,617 

総合相談支援事業

会長報酬等

事務費

153

本所　計
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２　その他委託料

令和6年度
当初予算①

(千円)

令和5年度
当初予算②

(千円)

増  減
① - ②
(千円)

予算説明
書記載頁

男女共同
参画推進費

12,023 11,458 565 129

4,314 46,969 

41,667 - 

障害者
福祉費

- 140 ▲ 140 

22,038 - 22,038 159

13,116 10,909 2,207 161

児童福祉
総務費

7,010 5,613 1,397 171

152 1,847 ▲1,695 特会

- 21,653 ▲21,653 

273 1,471 ▲1,198 特会

100,593 100,060 533 

３　総計（１＋２）

254,172 251,950 2,222 

高齢者
福祉費

社会福祉
総務費

老人福祉センター・老人憩の家運営費
(3.1.3)

香焼地区
老人デイサービスセンターが撤退したことによる指定管理委託料の増

区 分 備　考

生活支援体制整備事業費
(3.1.3)

市内全域
重層的支援体制整備事業実施に伴う介護保険事業特別会計からの組み
替えによる皆増

女性つながりサポート事業費
(2.1.13)

市内全域

生活困窮者自立支援費
(3.1.1)

配食サービス費
(3.1.2)

香焼及び三和支所の配食サービス廃止による皆減

生活困窮者自立相談支援費
(3.1.1)

市内全域
※重層的支援体制整備事業実施に伴い事業を細分化

▲ 988 

ファミリー・サポート・センター運営費
(3.2.1)

市内全域
積算方法の変更（人件費単価の増など）、業務量の見直し

介護保険事
業特別会計

総合支援配食サービス事業費
(4.1.1)

琴海地区
香焼及び三和支所の配食サービス廃止による減

金 額 0.88% 

生活支援体制整備事業費
(4.2.1)

市内全域
重層的支援体制整備事業実施に伴う一般会計への組み替えによる皆減

要介護者配食サービス事業費
(4.2.2)

琴海地区
香焼及び三和支所の配食サービス廃止による減

合　　　　　計

区　  　分
令和6年度
当初予算①

(千円)

令和5年度
当初予算②

(千円)

増  減
①-②=③
(千円)

増 減 率
③ ÷ ②

(％)

153
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 3-1 介護給付費

千円
６，０５２，８０１

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心して地域生活
を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障害福祉サービス」のうち、
日常生活において必要な居宅介護や施設での日中活動支援などの給付を行うもの。

１ 概要

（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

２ 給付費内訳

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

施設入所支援
【８か所】

施設に入所する障害者に、夜間において、
入浴、食事などの介護等を行う

９２８，５８８ ９５９，２９１ ３０，７０３

療養介護
【１か所】

医療と常時介護を要する障害者に、医療
機関で機能訓練、療養上の管理及び介
護等の日常生活上の世話を行う

６７２，６０２ ６６５，９９４ ▲６，６０８

生活介護
【３３か所】

常時介護を要する障害者に、日中におい
て、施設での入浴、食事などの介護等や
創作的活動、生産活動の機会を提供す
る

２，８５９，４２６ ２，９５８，１７５ ９８，７４９

重度訪問介護
【８８か所】

常時介護を要する重度の肢体不自由者、
知的・精神障害者に、居宅において入浴、
食事などの介護等や外出時における移
動支援を総合的に行う

４０６，９９６ ４４７，１２６ ４０，１３０
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（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

サービス種類 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

重度障害者等包
括支援
【０か所】

常時介護を要する重度障害者のうち、意
思疎通を図ることが著しく困難な者に、重
度訪問介護、生活介護などの複数の
サービスを包括的に提供する

３２１ ３１０ ▲１１

居宅介護
【８９か所】

居宅において、入浴、食事などの介護等、
並びに生活等に関する相談やその他の
生活全般にわたる援助を行う

７１５，３４８ ７８２，１６３ ６６，８１５

行動援護
【１１か所】

知的・精神障害により行動上著しい困難
を伴い、常時介護を要する者に対し、外
出時における移動中の介護等を行う

３０，９３９ ３４，４０６ ３，４６７

短期入所
【３１か所】

居宅で障害者の介護を行う者が疾病等
により介護できない場合に、施設等に短
期間入所させ、入浴、食事などの介護等
を行う

１１７，０４５ １２８，０８６ １１，０４１

同行援護
【４１か所】

視覚障害により、移動に著しい困難を有
する者に、外出時において同行し、移動
に必要な情報提供や介護等を行う

７１，１２２ ７７，２５０ ６，１２８

合計 ５，８０２，３８７ ６，０５２，８０１ ２５０，４１４

２ 給付費内訳
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※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数

※表中［ ］内の数字は単位当たりの単価（円）

３ サービスごとの延利用数等

サービス種類 単位
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

施設入所支援 日
２１１，４９５

（５９５）
［４，３９１］

２１２，９４４
（５９２）

［４，５０５］

１，４４９
（▲３）
［１１４］

療養介護 日
５８，０５０
（１６６）

［１１，５８７］

５６，２６８
（１６１）

［１１，８３６］

▲１，７８２
（▲５）
［２４９］

生活介護 日
２６１，９７８
（１，２２１）
［１０，９１５］

２７５，９０４
（１，２８６）
［１０，７２２］

１３，９２６
（６５）

［▲１９３］

重度訪問介護 時間
１１４，８２０

（３４）
［３，５４５］

１１２，０５６
（３４）

［３，９９０］

▲２，７６４
（０）

［４４５］

重度障害者等包括支援 日
３０
（１）

［１０，７００］

３０
（１）

［１０，３３３］

０
（０）

［▲３６７］

居宅介護 時間
１４８，８４６

（９３２）
［４，８０６］

１４７，１９３
（９６１）

［５，３１４］

▲１，６５３
（２９）
［５０８］

行動援護 時間
３，９５７
（２２）

［７，８１９］

４，７４４
（２６）

［７，２５３］

７８７
（４）

［▲５６６］
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※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数

※表中［ ］内の数字は単位当たりの単価（円）

サービス種類 単位
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

短期入所 日
１１，１０９
（１２６）

［１０，５３６］

１１，８３８
（１３４）

［１０，８２０］

７２９
（８）

［２８４］

同行援護 時間
２１，６６８
（１３６）

［３，２８２］

２２，２２７
（１４８）

［３，４７６］

５５９
（１２）
［１９４］

（単位：人）
４ 障害者数と支給決定者数

種別 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R5.12.31

身体障害者手帳 ２１，９７９ ２１，６２６ ２１，０３１ ２０，７２９

知的障害者手帳 ４，３７４ ４，４０５ ４，４６２ ４，５８０

精神障害者手帳 ４，９０１ ５，２２２ ５，４６０ ５，６８０

合計 ３１，２５４ ３１，２５３ ３０，９５３ ３０，９８９

支給決定者数 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R5.12.31

障害者 ４，１５４ ４，２５３ ４，３７０ ４，４１０

３ サービスごとの延利用数等
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※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金）

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金）

５ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金※２ その他 一般財源

千円

６，０５２，８０１

千円

３，０２６，４００

千円

１，５１３，２００

千円

－

千円

１，５１３，２０１
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 3-2 訓練等給付費

千円
５，０８９，３５５

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心して地域生活
を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障害福祉サービス」のうち、
自立生活に必要な就労支援や共同生活援助（グループホーム）などの給付を行うもの。

１ 概要

（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

２ 給付費内訳

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

就労定着支援
【７か所】

一般就労へ移行したことに伴う環境変化
により生活面の課題が生じている障害者
に、相談を通じて生活面の課題を把握す
るとともに、企業や関係機関等との連絡
調整やそれに伴う課題解決に向けて必
要となる支援を行う

１２，２６４ ３，７５１ ▲８，５１３

就労移行支援
【１１か所】

一般企業等への就労を希望し、通常の
事業所への雇用が可能と見込まれる６５
歳未満の障害者に、生産活動、職場体
験等の機会の提供や、就労に必要な訓
練を行う

９７，１１５ １０４，４７５ ７，３６０
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（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

就労継続支援
（A型・B型）

【Ａ型：１７か所】
【Ｂ型：５２か所】

一般企業等に就労することが困難な障害
者に、雇用契約等に基づき、就労や生産
活動等の機会を提供することにより、就
労に必要な知識及び能力の向上を図る
ための訓練等を行う
・A型：雇用型（最低賃金が適用される）
・B型：非雇用型(最低賃金が適用されな
い)

（Ａ型）
８８５，９１０ ９２５，９０４ ３９，９９４

（Ｂ型）
２，３８５，８９０ ２，４９０，９９０ １０５，１００

自立訓練
【機能：１か所】
【生活：４か所】
【宿泊型：２か所】

自立した日常生活や社会生活ができるよ
う、一定期間、身体機能や生活能力の維
持、向上等のために必要な訓練を行う

１２１，４０４ １４５，８１７ ２４，４１３

共同生活援助
【４４か所】

主として夜間に、共同生活住居で相談、
入浴、食事などの介護やその他日常生活
上の援助などを行う

１，３８７，７９０ １，４１８，２４９ ３０，４５９

自立生活援助
【２か所】

施設やグループホーム等から一人暮らし
への移行を希望する障害者の地域生活
を支援するため、一定の期間にわたり、
定期的に居宅を訪問し、生活面や健康面
などについて確認を行い、必要な助言や
医療機関等との連絡調整を行う

１９７ １６９ ▲２８

合計 ４，８９０，５７０ ５，０８９，３５５ １９８，７８５

２ 給付費内訳
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※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数

※表中［ ］内の数字は単位当たりの単価（円）

３ サービスごとの延利用数等

サービス種類 単位
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

就労定着支援 日
５３３
（２７）

［２３，００９］

１６５
（１２）

［２２，７３３］

▲３６８
（▲１５）
［▲２７６］

就労移行支援 日
１０，６７１

（４９）
［９，１０１］

１２，３６０
（５７）

［８，４５３］

１，６８９
（８）

［▲６４８］

就労継続支援
（A型）

日
８３，９２９
（３１８）

［１０，５５５］

９０，０５２
（３４２）

［１０，２８２］

６，１２３
（２４）

［▲２７３］

就労継続支援
（B型）

日
３２１，１８８
（１，４３７）
［７，４２８］

３５０，５８７
（１，５６９）
［７，１０５］

２９，３９９
（１３２）

［▲３２３］

自立訓練 日
１６，１４９

（８４）
［７，５１８］

２０，２８３
（１０１）

［７，１８９］

４，１３４
（１７）

［▲３２９］

共同生活援助 日
２２６，９８８

（６３１）
［６，１１４］

２４７，０７１
（６８７）

［５，７４０］

２０，０８３
（５６）

［▲３７４］

自立生活援助 日
２４
（１）

［８，２０８］

１７
（１）

［９，９４１］

▲７
（０）

［１，７３３］
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※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金）

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金）

５ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金※２ その他 一般財源

千円

５，０８９，３５５

千円

２，５４４，６７７

千円

１，２７２，３３８

千円

－

千円

１，２７２，３４０

（単位：人）
４ 障害者数と支給決定者数

種別 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R5.12.31

身体障害者手帳 ２１，９７９ ２１，６２６ ２１，０３１ ２０，７２９

知的障害者手帳 ４，３７４ ４，４０５ ４，４６２ ４，５８０

精神障害者手帳 ４，９０１ ５，２２２ ５，４６０ ５，６８０

合計 ３１，２５４ ３１，２５３ ３０，９５３ ３０，９８９

支給決定者数 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R5.12.31

障害者 ４，１５４ ４，２５３ ４，３７０ ４，４１０
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 3-3 相談支援等給付費

千円
２４０，６５３

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉サービスの利用計画に
おける相談及び作成や施設等から地域生活への移行に向けた支援等の給付を行うもの。

１ 概要

（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

２ 給付費内訳

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

計画相談支援
【５１か所】

障害福祉サービス等利用計画についての
相談及び作成などを行い、障害者・児の
自立生活のための課題解決や適切な
サービス利用に向けて、ケアマネジメント
により支援を行う

２３４，１０５ ２３７，３３５ ３，２３０

地域相談支援
【移行：１４か所】
【定着：１４か所】

入所施設や精神科病院等から退所・退院
する者に対し、地域移行に向けての相談
や支援及び移行後における緊急事態へ
の対応等を行う

５，６７４ ３，３１８ ▲２，３５６

合計 ２３９，７７９ ２４０，６５３ ８７４
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※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数

※表中［ ］内の数字は単位当たりの単価（円）

３ サービスごとの延利用数等

サービス種類 単位
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

計画相談支援 日
１４，６０６
(４，４０７)

［１６，０２８］

１５，０２５
（４，５３４）
［１５，７９６］

４１９
（１２７）

［▲２３２］

地域相談支援 日
４２９
(５６)

［１３，２２６］

３１１
（４０）

［１０，６６９］

▲１１８
（▲１６）

［▲２，５５７］

※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害者自立支援給付費国庫負担金）

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害者自立支援給付費県費負担金）

４ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金※２ その他 一般財源

千円

２４０，６５３

千円

１２０，３２６

千円

６０，１６３

千円

－

千円

６０，１６４
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 4-1 障害児通所給付費

千円
３，７３３，３５０

児童福祉法に基づき、療育や訓練等が必要な障害児に対する、日常生活の基本的動作、知識技能の習得、
集団生活への適応のための支援に関する通所サービスを提供するもの。

１ 概要

（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

２ 給付費内訳

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

居宅訪問型
児童発達支援
【３か所】

障害児通所支援を受けるために外出する
ことが著しく困難な重度の障害児におい
て、居宅を訪問し、日常生活における基
本的な動作、知識技能の習得等の支援を
行う

１，９３５ １，９１８ ▲１７

児童発達支援
【５３か所】

障害のある未就学児に、日常生活におけ
る基本的な動作及び知識技能の取得並
びに集団生活への適応のための支援を
行う

４９４，６０９ ７６２，２３９ ２６７，６３０

放課後等
デイサービス
【９８か所】

就学中の障害児に、放課後や夏休み等
の長期休暇中において、生活能力の向上
のための支援等を継続的に提供すること
により、障害児の自立を促進するとともに、
放課後等の居場所づくりを推進する

２，３８６，３６５ ２，７８０，６０７ ３９４，２４２
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（単位：千円）

※表中【 】内の数字はＲ６．２．１現在の事業所の数

サービス種別 サービス内容
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

保育所等
訪問支援
【３８か所】

保育士等が保育所等を訪問し、障害児に
対して、障害児以外の児童との集団生活
への適応のための専門的な支援を行う

３８，２９２ １８７，４１５ １４９，１２３

高額障害児
通所給付

同じ世帯の中で複数の児童が障害児通
所サービスを利用する場合や、障害者総
合支援法に基づくサービスを併用する場
合など、世帯の負担上限額を超える場合、
その超えた額を支給する

１，３３８ ５１７ ▲８２１

措置費

虐待等の事由により児童養護施設等に
入所する障害児が、障害児通所支援の
利用を必要とする場合に、実際に支援を
提供した事業所からの請求に応じた費用
を支給する。

０ ６５４ ６５４

合計 ２，９２２，５３９ ３，７３３，３５０ ８１０，８１１

２ 給付費内訳
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※表中（ ）内の数字は実利用者の見込み人数

※表中［ ］内の数字は単位当たりの単価（円）

３ サービスごとの延利用数等

サービス種類 単位
令和５年度
当初予算①

令和６年度
当初予算②

増 減
（②－①）

居宅訪問型
児童発達支援

日
１８０
（３）

［１０，７５０］

１８０
（３）

［１０，６５６］

０
（０）

［▲９４］

児童発達支援 日
３４，８１３
（５１０）

［１４，２０８］

５５，０９８
（６４１）

［１３，８３４］

２０，２８５
（１３１）

［▲３７４］

放課後等
デイサービス

日
２２１，０６９
（１，５５４）
［１０，７９５］

２７３，５８６
（１，６３２）
［１０，１６４］

５２，５１７
（７８）

［▲６３１］

保育所等
訪問支援

日
２，６７１
（１７３）

［１４，３３６］

１０，５４２
（２８２）

［１７，７７８］

７，８７１
（１０９）

［３，４４２］

高額障害児
通所給付

人
２４５
（３５）

［５，４６１］

２１３
（３０）

［２，４２７］

▲３２
（▲５）

［▲３，０３４］

措置費 日
０

（０）
［０］

６０
（２）

［１０，９００］

６０
（２）

［１０，９００］
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※１ 国庫負担率：事業費の１/２（障害児入所給付費等国庫負担金）

※２ 県費負担率：事業費の１/４（長崎県障害児通所給付費等県費負担金）

５ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※１ 県支出金※２ その他 一般財源

千円

３，７３３，３５０

千円

１，８６６，６７５

千円

９３３，３３７

千円

－

千円

９３３，３３８

（単位：か所）

（単位：人）

４ 事業所数と支給決定者数

種別 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R6.1.31

児童発達支援 ３６ ４０ ４６ ５３

放課後等デイサービス ７５ ８５ ９２ ９８

保育所等訪問支援 ２３ ２４ ３３ ３８

合計 １３４ １４９ １７１ １８９

支給決定者数 R3.3.31 R4.3.31 R5.3.31 R6.1.31

障害児 １，５０６ １，６８０ １，９２９ ２，１５０
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 5-6 精神障害者ピアサポーター

人材活用事業費

千円
３，２７５

(1)精神障害者が住み慣れた地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう、ピアサポーターが経験者
の視点でリカバリー（回復）体験を活かした助言や共に行動する支援を行う。

(2)ピアサポーターが活躍する場の創出・拡大を通して、ピアサポート活用を促進するための体制整備を図り、社会
参加促進・雇用促進に結びつけていく。

これらを行うことで精神障害者に対する差別偏見の除去、精神障害者の安定した地域生活の継続を目的とする。

１ 事業目的

(1)事業内容

(ア)長期入院患者への地域生活への移行支援及び地域生活支援

精神科病院の入院患者や院内スタッフに対し、地域での生活のイメージを伝え、入院患者の退院意欲を向
上させ、地域生活への移行を図る。

(イ)地域住民等への普及啓発活動

地域住民・一般企業・教育機関等での研修会等でピアサポーターの体験を語り、精神障害者に対する理解
促進を図るとともに、ピアサポーターの活躍の場を拡大し、雇用につなげる。

(ウ)個別支援

精神障害者の困りごとを聞く個別相談を行う。

２ 事業内容
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※１ 国庫補助金（地域生活支援事業費等補助金） 事業費の1/2

※２ 県費補助金（長崎県地域生活支援事業費等補助金） 事業費の1/4

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２

地方債 その他 一般財源

千円
３，２７５

千円
１，６３７

千円
８１８

千円
－

千円
－

千円
８２０

３ 財源内訳

(エ)ピアサポーターのスキルアップ・フォローアップ、当事者同士の交流活動の場の設置・企画運営

ピアサポーター交流会、スキルアップの場、当事者同士の交流活動の場を設置することで、ピアサポーター
の知識・技術の向上、地域で悩みを抱え孤立している精神障害者の心の安定、社会参加の促進を図る。

(２)事業費

委託料 ３，２７５千円（精神障害者ピアサポーター人材活用等委託）

２ 事業内容
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４ ピアサポーター養成→活用事業のスキーム

•精神科病院での院内学習会への参加、体験談の発表など

①長期入院患者への地域生活への移行支援及び地域生活

支援

•地域住民に対しての普及啓発研修会の開催

•公的機関等で開催している家族教室等への参加

•教育現場での体験談の発表 など

②地域住民等への普及啓発活動

•電話相談を柱として、精神に疾患のある当事者に対する支

援の実施

③個別支援

•ピアサポーター交流会、スキルアップの場の設置

•当事者同士の交流活動の場の設置

④ピアサポーターのスキルアップ、当事者同士の交

流活動の場の設置

養成講座を修了したピアサポーターの活躍の場の
創出・拡大

ピアサポーターの社会参加促進
精神障害者の安定した地域生活の継続を目指す

Ｒ6～8年度

step２．ピアサポーター活用

【対象】

①障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所で現に活動しているピア

サポーター、今後ピアサポーターを

目指したい精神に障害のある方

②障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所等の職員

【養成講座の受講】

①～③で計9回

①基礎講座（440分）

②専門講座（540分）

③フォローアップ講座（540分）

【修了者】

・事業所等への雇用につなげるための

啓発

・講座修了者への継続的なフォロー

アップ

・障害者自立支援協議会との連携

受講

修了

Ｒ3～5年度

step１．ピアサポーター養成

【R3～R5修了者】
５３人
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

156～157 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 6-2 医療的ケア児レスパイト事業費

千円
５，３９６

在宅で生活している医療的ケア児に対して、指定訪問看護事業者の看護師等が、家族の代わりに医療的ケアを
伴う見守りを行うことで、医療的ケア児の看護や介護を行う家族の休息時間の確保や介護負担の軽減、きょうだい
児と過ごす時間の創出を図ることを目的とする。

１ 事業目的

（1）在宅で生活している医療的ケア児に対して、指定訪問看護事業者の看護師等が、自宅や保護者が指定する場
所で、医療保険の適用外となる訪問看護を実施し、医療的ケアを伴う見守りを行う。

（2）在宅で生活している医療的ケア児が、幼稚園・保育所、学校や障害児通所支援事業所等に入園等をするにあ
たり 、指定訪問看護事業者の看護師等が、幼稚園等に対して医療的ケア等の引継ぎを行う（初回の引継ぎに
限定する）。

【参考】市内の医療的ケア児数：約60名 うち訪問看護利用児：34名 市内の訪問看護事業者数：63か所

２ 事業内容

サービス提供時間 一人につき、年度で48時間を上限とする
1日あたりのサービス利用は60分から4時間までとし、30分単位で提供する

利用者負担 1割負担（生活保護世帯・市町村民税非課税世帯は負担なし）

利用者負担上限 利用対象者の世帯の状況により、月額の負担上限あり
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※１ 国庫補助金（医療的ケア児等総合支援事業）

補助対象経費の1/2（児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金）

※２ 県補助金

補助対象経費の1/4（長崎県地域生活支援事業費等補助金）

【利用者負担の例】 6歳未満の幼児（1割負担あり・上限月額4,600円）
➢1回2時間の訪問看護を月2回受けた場合

・訪問看護料（10割）46,750円
うち利用者負担額 4,600円

区分 金額（千円） 主な内訳

扶助費 ５，３９６ 訪問看護料、乳幼児加算ほか

事 業 費
（補助対象経費）

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２

地方債 その他 一般財源

千円
５，３９６

（５，１４１）

千円
２，５７０

千円
１，２８５

千円
－

千円
－

千円
１，５４１

３ 財源内訳

２ 事業内容
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４ 全体のイメージ図

■家族のレスパイト ■きょうだい児との時間

医療機関

指定訪問看護事業者

★レスパイトを目的とする自宅での看護等

★外出先における看護等

★短期入所の入退所日、病院への入退院日の看護等

利用用途

目的

指示

支援
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

156～157 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 6-3 地域障害児支援体制強化

事業費補助金

千円
２１，９０３

地域における障害児支援の質の向上を推進し、障害児やその家族への支援体制の強化を図るため、障害児
支援の中核的役割を担う児童発達支援センターが実施する機能強化に係る事業に対しその一部を補助する。

１ 概要

（1）補助対象事業者 長崎市内に所在する児童発達支援センター
（児童発達支援センターげんき、児童発達支援センターポランのひろば、
ながさきゆうゆう牧場ホーシーセンター）

（2）補助対象経費 地域障害児支援体制強化事業に必要な人件費や物件費等

（3）補助基準額 児童発達支援センター１か所あたり 最大7,301千円

（4）対象事業 ※ア及びイは基本事業であり実施は必須。ウの実施は任意。

ア 児童発達支援センター等の質の向上と人材養成

イ 地域における障害児支援の質の向上

（ア）地域の障害児通所支援事業所等に対する指導・助言等

（イ）地域のインクルージョンの推進

（ウ）障害が疑われるこども等、ハイリスクなこどもと家族のサポート

（エ）地域の事業所等への研修等の実施

ウ 選択事業
基本事業とあわせて実施する多様な地域支援の取組み

（5）総事業費 21,903千円（7,301千円×３事業所）

２ 事業内容
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（1）児童発達支援センターが担う障害児支援における地域の中核機能

ア 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

イ 児童発達支援センターが障害児通所支援事業所に対し、支援内容等への助言・援助等を行う機能

ウ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

エ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

【関係図】

４ 参考

※１ 児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金 事業費の１/２

※２ 長崎県地域生活支援事業費等補助金 事業費の１/４

３ 財源内訳

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２ 地方債 その他 一般財源

千円

２１，９０３

千円

１０，９５１

千円

５，４７５

千円

－

千円

－

千円

５，４７７
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

156～157
３

民生費

１

社会福祉費

２

障害者福祉費
7-1～7-8

障害福祉センター運営費

（うち拡大分）

千円
４５０，３１８
（４１，１８４）

長崎市障害福祉センターは在宅障害福祉の拠点的な施設として、相談・療育・指導・リハビリテーション・スポーツ・レク
リエーションの各分野で専門性（医学的なものも含む）を有したサービスを総合的に提供することにより、障害者の社会参
加及び自立を促進することを目的とする。

１ 事業目的

（１）法人名 社会福祉法人 長崎市社会福祉事業団（理事長 武田 敏明）

（２）所在地 長崎市茂里町２番４１号

（３）事業開始 平成４年４月１日（平成１８年４月１日から指定管理）

２ 指定管理者

※１ ①地域生活支援事業費等補助金 補助対象経費の1/2以内

②児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金（地域障害児支援体制強化事業） 補助対象経費の1/2

※２ ①長崎県地域生活支援事業費等補助金 補助対象経費の1/4以内

②長崎県地域生活支援事業費等補助金 補助対象経費の1/4

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※1 県支出金※2 地方債 その他 一般財源

千円
４５０，３１８

千円
９，９６３

千円
４，９８１

千円
－

千円
３，５８５

千円
４３１，７８９
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（単位：千円）

※地域活動支援センターⅡ型費は令和６年度予算から重層的支援体制整備事業費にて計上。

４ 事業内容及び事業費一覧

事 業 名 内 容 根拠法等
事業費【下段は うち委託料】

R５年度 R６年度 増減額

管理運営費
法人運営業務、職員の人事、給与、福利厚生、経理管理、庶務及び施
設、設備の管理さらには各施設・事業所との連絡調整業務を行う。

46,432 50,711 4,279

45,649 50,081 4,432

身体障害者福祉
セ ン タ ー費

障害者の各種相談、訓練、講習、教養、スポーツ・レクリエーション
などのために施設の提供や指導、手話通訳者の配置等を行う。

身体障害者
福祉法

117,636 134,241 16,605

117,636 134,241 16,605

障害児通所支援費
未就学の障害児に対し、通所により日常生活における基本的な動作及
び知識技能の習得並びに集団生活への適応のための支援等を行う児童
発達支援事業を実施する。（定員45人）

児 童
福祉法

111,803 149,166 37,363

26,956 63,265 36,309

地域活動支援
センターⅡ型費※

地域において雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社会
適応訓練、入浴等のサービスを行う。

障害者総合
支援法

7,661 7,995 334

7,661 7,995 334

相 談 支 援費
在宅の障害児（者）の各種相談に対し、在宅福祉サービスの利用援助、
社会資源の活用や福祉に関する情報提供等を総合的に行う。

障害者総合
支援法

26,728 35,975 9,247

25,398 34,645 9,247

障害者就労支援
相談所運営費

関係機関と連携を図りながら、障害者で就労中又は就労を希望する者
に対し、就労相談支援、雇用準備支援、情報提供等を行う。

市要綱
3,411 7,483 4,072

3,411 7,483 4,072

診療所費
小児科、整形外科の医師及び理学療法士等が、心身障害児（者）に対
し、診断・評価・訓練を行うとともに、地域や家族に対する支援を行
う。

医療法
217,678 268,431 50,753

98,453 133,827 35,374

障 害 児 等
療 育 支 援費

在宅の重度障害児（者）、知的障害児（者）、身体障害児の地域にお
ける生活を支えるため、外来・訪問による療育等の指導、その他必要
な支援を行う。

市要綱
9,552 11,666 2,114

9,552 11,666 2,114

機 能 訓 練費
病院や施設等を退院、退所した身体障害者が地域生活を営むのに必要
な機能訓練（リハビリテーション）を行う。（定員20人）

障害者総合
支援法

17,861 19,772 1,911

8,265 10,176 1,911

注）事業団収入

・障害児通所支援にかかる障害児通所給付費 85,900千円
・機能訓練事業にかかる訓練等給付費 9,596千円
・診療所事業にかかる保険診療収入 134,604千円
・その他 1,961千円

事業費合計 558,762 685,440 126,678

うち委託料合計 342,981 453,379 110,398

(参考)事業団収入 215,781 232,061 16,280
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（１）事業名 障害福祉センター運営費（診療所費、障害児通所支援費）
（２）概 要

障害福祉センター診療所において、発達障害児等の相談件数や診療数が増加しているため、医師、看護
師及びクラーク（医療事務作成補助者）をそれぞれ１名ずつ増員し、受入れ体制の充実を図る。
また、児童発達支援センターさくらんぼ園において、保育所等に通う障害児に、障害児以外の児童との

集団生活への適応のための専門的な支援を行う保育所等訪問支援等を実施するため、保育士(正規１名、
嘱託２名)を増員し、地域の中核的な療育支援施設としての機能強化を図る。

ア 変更内容

（ア）人員体制等見直し
ａ 診療所費

※小児科医師については、常勤医師の他に非常勤医師３名を配置しており、非常勤医師３名で１診体制
としている。

ｂ 障害児通所支援費

５ 拡大内容

職種 R3 R4 R5 R6予定 前年度比

常勤医師（小児科） 2人 3人 3人 4人 1人増

看護師（小児科） 2人 3人 4人 5人 1人増

クラーク（小児科） － － 1人 2人 1人増

※診療体制 3診体制 4診体制 4診体制 5診体制 1診増

職種 R3 R4 R5 R6予定 前年度比

保育士 18人 19人 19人 22人 3人増
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（３）予算額 197,092千円（診療所費、障害児通所支援費）
うち診療所の受入れ体制の充実等に係る拡大予算 指定管理委託料 41,184千円

（単位：千円）

５ 拡大内容

増額予算 項目 診療所費
障害児通所
支援費

収入

診療報酬の増額分 19,001

障害児通所支援給付費の増額分 1,055

各事業計 19,001 1,055

収入計(A) 20,056

支出

医師（正規） 16,403

看護師（嘱託） 3,899

クラーク（嘱託） 2,925

保育士又は児童指導員（正規） 5,203

保育士（嘱託）2名 6,858

小計 23,227 12,061

市職員に準じた給与改定分 17,022 8,930

小計 17,022 8,930

各事業計 40,249 20,991

支出計(B) 61,240

指定管理委託料（拡大予算） (B) - (A) 41,184
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（１）障害福祉センター診療所（小児科）における初診待機期間

※令和５年１２月末時点の待機期間は９.０月、待機者数は４２５人。

（２）児童発達支援センターさくらんぼ園における保育士の配置状況
（単位：人）

※

６ 参考

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

初診件数（件） 550 457 495 496 542 625 547 446 482 546

診察件数（件） 4,099 4,927 6,099 6,565 7,187 7,891 7,930 7,793 8,459 7,920

※平均待機期間（月） 2.4 2.6 3.6 3.7 5.3 4.0 4.9 5.8 6.6 8.3

事業 種別 R3 R4 R5 R6予定

園長 1 1 1 1

さくらんぼ園

（通園）

児童発達支援管理者(専任) 1 1 1 1

保育士（単独通園）※ 12 13 13 13

保育士（親子通園）※ 4 4 4 4

保育所等

訪問支援等

児童発達支援管理者(専任) － － － 1

保育士 － － － 2

計 計 18 19 19 22

形態 定員(人) 備考

単独通園 30 毎日通園

親子通園 15 週1～2回、保護者と通園
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

156～157 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 8-1 福祉と企業の虹の架け橋

フェスタ開催費

千円
１,７０７

障害者が自分の希望や能力に応じた就労や、就労に向けた訓練の場の選択ができるよう、障害者と一般企業、
障害福祉サービス事業所とをつなぐ場を設けてマッチング支援を行い、多様な人材が地域の中で活躍することを促
進するとともに、企業での障害者雇用の促進による人材確保を図ることを目的とする。

１ 事業目的

①障害者と一般企業とのマッチング
障害者雇用を検討している企業と一般就労を希望している障害者とのマッチングの場を提供する。

②福祉分野に就職を希望する学生等と福祉事業所とのマッチング
福祉事業所への就職に向けた相談を行う場を提供し、福祉人材確保の促進を図る。

③障害者と福祉事業所とのマッチング
障害者が自身の希望や能力に応じたサービスを利用したのち、一般就労に繋げることを目的に、長崎市内に
ある就労系事業所の各ブースを設置し、事業内容紹介や就労体験の機会を提供する。

●就労移行支援：１１か所 ●就労継続支援Ａ型：１７か所 ●就労継続支援Ｂ型：５２か所

④福祉事業所と一般企業とのマッチング
企業における障害者雇用や、福祉事業所への業務発注・物品購入等を促進し、また、福祉事業所が企業の実
態や求めている人材等を知ることを目的に、企業と福祉事業所をつなぐマッチングの場を提供する。

２ 事業内容

経済再生アクションプラン該当事業
Ｂ２ 人手不足対策
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※ その他補助金（人生１００年時代づくり・地域創生ソフト事業交付金） 事業費の10/10

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円
１,７０７

千円
－

千円
－

千円
－

千円
１,７０７

千円
－

３ 財源内訳

２ 事業内容

区分 金額（千円） 主な内訳

需用費 100 ポスター等

役務費 231 広告費

委託料 340 会場内の案内板作成及び設置業務委託

使用料及び
賃借料

1,036 会場借上料

計 1,707
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①障害者と一般企業とのマッチング（企業への雇用促進）
②福祉分野に就職を希望する学生等と福祉事業所とのマッチング（福祉事業所の人材確保）
③障害者と福祉事業所とのマッチング（サービス利用→雇用促進）
④福祉事業所と一般企業とのマッチング（企業が求める人材の把握、企業へのステップアップを図る、業務発注、物品購入等）

４ 全体のイメージ図

障害者

障害福祉サービス
事業所

一般企業

福祉分野に就職を希望
する学生等

③サービス利用促進 ①障害者雇用促進

②福祉事業所の人材確保

就職に向けての相談（求める人材の把握）、業務発注等の情報提供

福祉事業所の実態把握、業務発注・物品購入等の情報収集

④業務発注・物品購入

企業の紹介

雇用相談

事業所紹介

事業所の情報
収集・相談
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

156～157 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費 8-3 授産製品販売促進費

千円
１４，３４０

障害者の店「はあと屋」の運営を通じ、福祉的就労を行う障害者の社会参加の促進と、授産製品の売り上げ向
上、授産工賃アップを図る。
また、国及び地方公共団体等に対し、障害者就労施設等からの物品等の優先調達や受注機会の増大を図る
ための措置などを求めた「障害者優先調達推進法」に基づき、長崎市においても、障害者就労施設等が供給す
る物品の調達を積極的に行い、事業を推進する。

１ 概要

（１） 委託先 チャレンジド・ショップはあと屋運営協議会

（２） 店舗の場所 万屋町ベルナード観光通り（約60㎡）

（３） 参加施設等 市内30事業所（令和６年１月現在）

（４） 実施内容 ア 授産製品の販売

イ 製品別売上データの収集・分析

ウ 授産施設等への売上データ・分析結果の情報提供

エ インターネットによる消費者への商品情報提供

オ 官公需拡大のための共同受注窓口

カ オンライン販売

（５） 事業費内訳 ア 委託料 １０，７７６千円 （授産製品販売促進事業委託）

イ 使用料及び賃借料 ３，５６４千円 （店舗借上料）

２ 事業内容
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（１）売上等の実績及び見込み （単位：円）

４ 参考

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

１４，３４０

千円

－

千円

－

千円

－

千円

－

千円

１４，３４０

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
見込

はあと屋売上額 34,068,215 37,942,103 25,309,450 28,298,905 33,800,000

月額平均工賃 20,376 23,075 23,270 24,750 －
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（２）活動内容別事業所数（令和６年１月現在）

※チャレンジド・ショップはあと屋運営協議会に加盟している事業所（３０事業所）の活動内容

※一つの事業所が複数の区分で活動している場合は重複して計算している。

４ 参考

区分 事業所数 割合(%) 主な作業内容

物品製造及

び販売

食料品 20 30.8 パン、お菓子、農産物、食堂等における軽食や食事の販売

布製品 10 15.4 マスク、軍手、ウエス、エプロン、小物入れ等

生活用品 20 30.7 石鹸、木工品、革製品、ガラス工芸品等

農業用品 2 3.1 花苗、花等

小 計 52 80.0

役務の

提 供

印 刷 2 3.1 名刺、封筒、チラシ等

役 務 11 16.9 清掃、除草、データ入力、ホームページ等作成、軽作業（箱折り等）

小 計 13 20.0

合 計 65 100.0
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費

13-5 ICT導入モデル事業費補助金
千円

９，６７３

障害福祉分野におけるICTの活用により、障害福祉サービス事業所等における業務効率化及び職員の業務負
担軽減を推進するため、障害福祉サービス事業所等のICTの導入に必要な経費の一部を補助し、本事業を活用
した事業所からICT導入前後による業務の効率化等の実績を求め、その導入事例を長崎市内の事業所に周知
及び公表を行い、ICT導入の促進を図る。

１ 事業目的

（１）実施内容

次の（ア） ～ （エ）のICTの導入に必要な経費の一部を補助する。また、導入を希望する事業所に対して、事業

実施の要件であるICTの導入に伴う研修会を実施する。

ア ICT導入モデル事業

（ア）情報端末（タブレット端末、スマートフォン等ハードウェア、インカム）

（イ）ソフトウェア（開発の際の開発基盤のみは対象外）

（ウ）通信環境機器等（Wi-Fi、ルーター等）

（エ）保守経費等（クラウドサービス、保守・サポート費、導入設定、導入研修、セキュリティ対策等）

※ （ウ）、（エ）については（ア）、（イ）の導入に必要なものに限り対象。

イ ICT導入のための研修事業

研修事業の実施に必要な報償費、需用費、委託料等

ウ ICT導入事例の公表

本事業によりICTを導入した事業所からICT導入前後の事務の効率化等の実績を求め、その導入事例

を長崎市内の事業所に周知及び公表を行う。

２ 事業内容
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（２） 事業費の内訳

ア ICT導入モデル事業費（対象事業所）

法人名 事業所名
サービス
の種類

該当機器
総事業費
①

補助対象
経費

補助額
②

事業者負
担額
①－②

㈱いそや

ホームヘルプ
サービス太陽

居宅介護

タブレット端末、
VPNルーター

1,135,200 1,000,000 750,000 385,200
キッズ大地 放デイ

㈱いそや るとる大地 放デイ 567,600 567,600 425,000 142,600

(福)ゆうわ会 すずらん 生活介護
Wi-Fi、スマー
トフォン 1,097,330 1,000,000 750,000 347,330

(福)ゆうわ会 サンビレッジ 施設入所支援 インカム 2,410,100 1,000,000 750,000 1,660,100

(福)ゆうわ会

ライフステー
ションすばる

共同生活援助
タブレット端末、
ソフトウェア 2,203,960 1,000,000 750,000 1,453,960

ワークステー
ションすばる

生活介護

(福)ゆうわ会

わかぎホーム

共同生活援助
タブレット端末、
ソフトウェア 2,203,960 1,000,000 750,000 1,453,960

わかばホーム

(福)ゆうわ会

ウインド 生活介護
Wi-Fi、スマー
トフォン

3,477,571 1,000,000 750,000 2,727,571
ながさきワーク
ビレッジ

施設入所支援
スマートフォン、
ソフトウェア

(福)ゆうわ会 かなで 共同生活援助
Wi-Fi、スマー
トフォン 1,202,280 1,000,000 750,000 452,280

２ 事業内容

（単位:円）
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イ ICT導入のための研修事業費

委託料：２８４，０００円

（３）補助額の算定方法

ア ICT導入モデル事業：補助対象経費に３／４を乗じた額を補助額とする。

イ ICT導入のための研修事業：補助対象経費に１／２を乗じた額を補助額とする。

※補助対象経費…総事業費と（４）の基準額のいずれか少ない方の額

（４）基準額

ア ICT導入モデル事業：１施設・事業所あたりの基準額…1,000千円

イ ICT導入のための研修事業：284千円

法人名 事業所名
サービス
の種類

該当機器
総事業費
①

補助対象
経費

補助額
②

事業者負
担額
①－②

(福)ゆうわ会
ワークショップ
あさひ

就労継続支援
Ｂ型

スマートフォン 1,286,291 1,000,000 750,000 536,291

(福)ゆうわ会
ワークショップ
あさひ

就労継続支援
Ａ型

スマートフォン 884,600 884,600 663,000 221,600

(福)長崎恵愛福
祉会

児童デイサー
ビスめぶき

放デイ
タブレット端末、
インカム 526,020 526,020 394,000 132,020

(福)長崎恵愛福
祉会

相談支援セン
ターながさき

一般相談支援 ノートパソコン 782,100 782,100 586,000 196,100

(合)ドリームコネ
クト

ヘルパーステー
ション茉莉花

居宅介護 タブレット端末 762,216 762,216 571,000 191,216

㈱エイトワークス ひまわりキッズ 放デイ タブレット端末 1,243,000 1,000,000 750,000 493,000

合計 19,782,228 12,522,536 9,389,000 10,393,228

２ 事業内容 （単位:円）
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※ 国庫補助金（ＩＣＴ導入モデル事業）

予算計上額（補助額）の２／３（障害者総合支援事業費補助金及び児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金）

※ 国庫補助金（ＩＣＴ導入のための研修事業）

補助対象経費の１／２（障害者総合支援事業費補助金及び児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金）

総事業費
（補助対象経費）

①

予算計上額
（補助額）

②

財 源 内 訳 事業者
負担額
①－②

国庫支出金
※

県支出金 地方債 一般財源

千円
２０，０６７

（１２，８０７）

千円
９，６７３

千円
６，４００

千円
－

千円
－

千円
３，２７３

千円
１０，３９４

３ 財源内訳
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予 算 説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費

15-1
【補助】障害者福祉施設整備
事業費補助金
生活介護事業所

千円
１３７，９７０

生活介護事業所について、施設を建て替えることで、より多くの利用者が安心して過ごすことができる日中活動
の場を提供するため、社会福祉法人が行う施設整備に対し、助成を行う。

１ 事業目的

施設種別 生活介護事業所

・地域で生活を営む上で、常時介護が必要な障害者に対し、日中において、入浴、排せつ及び食事

等の介助、調理、洗濯及び掃除等の家事援助並びに生活等に関する相談及び助言 、 その他の必

要な日常生活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供 、 その他の身体機能又は生活

能力の向上のために必要な支援を行う。

（１）法人名 社会福祉法人遊歩の会

（２）施設名 ゆうほ（長崎市古賀町949番地） 【定員 25名、建築年月日 S54.10.31】

（３）総事業費 １９４，０００千円

（４）補助額 １３７，９７０千円

（５）整備区分 増改築

（６）構造 鉄骨造２階建

(７）延床面積 ６６６．３６㎡

（８）整備理由 建築から45年経過し、外壁のはがれや雨漏りなどの経年劣化が進んでいるため、利用者

が安心してサービスを受けることができるよう改築を行う。

２ 事業内容
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４ 位置図

※１ 国庫支出金＝②×国庫補助率２／３（社会福祉施設等施設整備費国庫補助金）

※２ 起債充当率＝市負担分の８０％（社会福祉施設整備事業債）

３ 財源内訳

総事業費
①

予算
計上額
②

財 源 内 訳 事業者
負担額
①－②

国庫支出金
※１

県支出金 地方債
※２

一般財源

千円
１９４，０００

千円
１３７，９７０

千円
９１，９８０

千円
－

千円
３６，７００

千円
９，２９０

千円
５６，０３０
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予 算 説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費

15-2
【補助】障害者福祉施設整備
事業費補助金
共同生活援助事業所

千円
１１８，２００

長崎市障害福祉計画において、障害者の地域生活への移行を促進している中、その受け皿となる共同生活援
助事業所（グループホーム）の充実を図るため、社会福祉法人が行う施設整備に対し、助成を行う。

１ 事業目的

施設種別 共同生活援助事業所

・地域で共同生活を営むのに支障のない障害者に対し、主として夜間に、共同生活住居（グループ

ホーム）で相談、入浴、排せつ又は食事の介護 、 その他日常生活上の援助を行う。

対象施設概要（３か所）

①（１）法人名 社会福祉法人クローバー

（２）施設名 グループホームえびす（長崎市多以良町2194-4） 【定員 25名】

（３）総事業費 ３３６，０００千円

（４）補助額 ７１，８５０千円

（５）整備区分 創設

（６）構造 木造平屋建

(７）延床面積 ４７５．１３㎡

（８）整備理由 利用者自身の高齢化や家族の高齢化により一人での生活を余儀なくされると予想される

ため、利用者が安心して生活を送ることができるようグループホームを建設する。

２ 事業内容
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② （１）法人名 社会福祉法人みのり会

（２）施設名 グループホーム明心（長崎市布巻町779番地） 【定員 20名】

（３）総事業費 ４，０２７千円

（４）補助額 ３，０００千円

（５）整備区分 大規模修繕等

（６）構造 鉄筋コンクリート造２階建

(７）延床面積 ５３２．６６㎡

（８）整備理由 建設から26年が経過し、施設の老朽化が進んでおり、利用者の安心・安全な居宅生活を提

供するために、施設の大規模修繕を行う。

③ （１）法人名 社会福祉法人琴の海いやしの会

（２）施設名 グループホームつくも３号棟（長崎市畝刈町400番地） 【定員 ５名】

（３）総事業費 ９０，３００千円

（４）補助額 ４３，３５０千円

（５）整備区分 創設

（６）構造 木造平屋建

(７）延床面積 ２７３．９５㎡

（８）整備理由 利用者の家族の高齢化のため、親元を離れ、利用者が自立して生活できる環境を整え、

安心して地域で日常生活を送ることができるよう、短期入所を併設したグループホームを

建設する。

２ 事業内容
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※１ 国庫支出金＝②×国庫補助率２／３（社会福祉施設等施設整備費国庫補助金）

※２ 起債充当率＝市負担分の８０％（社会福祉施設整備事業債）

３ 財源内訳

総事業費
①

予算
計上額
②

財 源 内 訳 事業者
負担額
①－②

国庫支出金
※１

県支出金 地方債
※２

一般財源

千円
４３０，３２７

千円
１１８，２００

千円
７８，８００

千円
－

千円
３１，５００

千円
７，９００

千円
３１２，１２７

４ 位置図①
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４ 位置図②

-57-



４ 位置図③
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

２
障害者福祉費

16-1
【単独】障害者福祉施設整備
事業費
障害福祉センター

千円
４１，８００

障害福祉センター（所在地：長崎市茂里町２番４１号）は、平成４年４月の開設から30年以上経過し、各種施設・
設備に劣化がみられるため、利用者が安心して施設を利用できるよう、計画的に整備を行う。

１ 事業目的

２ 事業内容

工事名 内容 工事費 備考

5階屋上広場舗装改修
工事

防水舗装表面が劣化しひび割れが多
数発生しており、ひび割れ部分から浸
透した雨水が、建物躯体であるコンク
リートや鉄筋に影響を及ぼす恐れがあ
ることから、舗装の改修工事を行うも
の。

36,900千円

ガスタービン発電設備
蓄電池等更新工事

自動始動発電機盤の制御部品や蓄電
池の交換及び蓄電池盤の経年劣化に
よる剥離・脱落が確認されることから
設備の更新を行うもの。

4,900千円
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※地方債（社会福祉施設等事業債） 充当率80％

総事業費 予算計上額

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債
※

一般財源

千円
４１，８００

千円
４１，８００

千円
－

千円
－

千円
３３，４００

千円
８，４００

３ 財源内訳
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介護予防事業のマネジメント、介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する総合的な相談・支援、権利

擁護事業及び包括的・継続的ケアマネジメント支援業務を実施する。

予 算 説 明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

３
高齢者福祉費

2-1 包括的支援事業費
千円

５６０，６６３

１ 事業概要

高齢者や家族等に対する総合相談、権利擁護並びに包括的・継続的マネジメントの支援など、地域包括支援セ
ンターの運営にかかる経費。

費 目 金 額 備 考

委 託 料 555,654千円
地域包括支援センター運営事業委託料（553,835千円）、
要援護者情報管理システム保守委託等（1,819千円）

使用料及び賃借料 2,803千円 要援護者情報管理システムパソコン賃借料 等

そ の 他 経 費 2,206千円 附属機関委員報酬、研修等講師謝礼金、需用費、役務費等

２ 事業費内訳

※１ 重層的支援体制整備事業交付金 （国補助率 38.5/100、県補助率 19.25/100）

※２ 介護保険事業特別会計繰入金（１号保険料 23/100）

３ 財源内訳

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 ※１ 県支出金 ※１ 地方債 その他 ※２ 一般財源

560,663千円 215,856千円 107,927千円 － 千円 128,953千円 107,927千円
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（１）エリア別高齢者人口（65歳以上） （令和５年12月末現在）

※事業実施は、社会福祉法人等の法人に業務委託。令和５年度は、11月末に業務委託契約期間が終了した
ため、公募により受注者選定を行った。（戸町・小ヶ倉及び土井首の地域包括支援センターが受注者変更。）

４ 地域包括支援センター（20か所）

（１）相談件数

※令和５年度の件数は、12月末までの合計。

５ 包括的支援事業実施状況

包括名 高齢者人口 包括名 高齢者人口 包括名 高齢者人口

東 長 崎 5,903人 緑 が 丘 6,767人 琴 海 4,345人

日 見 ・ 橘 6,511人 淵 4,389人 小 島 ・ 茂 木 8,899人

桜 馬 場 7,102人 小江原・式見 4,903人 戸町・小ヶ倉 6,543人

片 淵 ・ 長 崎 7,967人 西 部 7,520人 土 井 首 5,201人

大 浦 7,429人 岩 屋 7,192人 深 堀 ・ 香 焼 3,718人

江 平 ・ 山 里 9,267人 滑 石 ・ 横 尾 7,083人 南 部 6,597人

西浦上・三川 11,050人 三 重 ・ 外 海 6,984人

業 務 令和３年度 令和４年度 令和５年度※

総 合 相 談 支 援 業 務 62,520件 67,995件 46,185件

権 利 擁 護 業 務 3,012件 3,161件 2,477件

包 括 的 継 続 的
ケアマネジメント業務

地域ケア個別会議 139回（208件） 132回（197件） 80回（111件）

地域ケア推進会議 36回 58回 32回
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予 算 説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

158～159 ３
民生費

１
社会福祉費

３
高齢者福祉費 2-2 生活支援体制整備事業費

千円
２３，１９２

介護保険法等の規定による地域支援事業の一環として生活支援体制整備事業を実施することにより、高齢者
が住み慣れた地域で元気に暮らし続けられるよう、NPO、ボランティア、シルバー人材センターなど多様な主体と
の協働による地域の支え合いの体制づくりを推進するとともに、高齢者の社会参加による介護予防の促進及び
多様な日常生活上の生活支援・介護予防サービスの充実を図る。

１ 事業概要

地域コミュニティのしくみづくりの自助・互助の活動と連携する形で、福祉の専門的立場から高齢者の生活支
援・介護予防サービスの提供体制を構築していくため、地域の個別ニーズや課題の把握、関係者間のネットワー
ク構築、ニーズとのマッチングなどのコーディネート機能を有する者（生活支援コーディネーター：SC）が市全域
（第１層）及び日常生活圏域（第２層）で活動して、地域での支え合いづくりを推進していく。

地域における高齢者の生活支援体制の整備を促進するため、日常生活圏域において活動する「第２層生活
支援コーディネーター」を４名配置して次の業務を行う。

【主な業務内容】
①生活支援ニーズの把握
②地域資源等の情報収集と情報発信
③地域活動の支援
④関係者間のネットワークの構築
⑤会議・研修への出席

２ 事業内容
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【事業費内訳】

２ 事業内容

区 分 金 額（千円） 主な内訳

委託料 ２２，０３８
第２層生活支援コーディネーター業務委託料
【内訳】人件費 ２０，３９２千円

物件費 １，６４６千円

その他経費 １，１５４
・会計年度任用職員報酬
・市町村セミナーへの出席旅費 等

合計 ２３，１９２

※１ 重層的支援体制整備事業交付金 （国補助率 38.5/100、県補助率 19.25/100）
※２ 介護保険事業特別会計繰入金（１号保険料 23/100） 等

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※１

地方債
その他
※２

一般財源

千円
２３，１９２

千円
８，９２７

千円
４，４６３

千円
-

千円
５，３３９

千円
４，４６３

３ 財源内訳
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４ 参 考
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Web口座振替受付サービスで解決

買い物支援サービスの創出
高齢者の免許返納等に伴い、買い物等の移動手段が少なくなることについて連合自治会
長と相談。近隣の福祉施設へ車両やドライバー等の協力要請を行うなど、しくみづくりを進
めた。
地域の各自治会長へ、「支え合いのしくみづくりがなぜ必要になるのか」を説明する場を
設け、機運の醸成と各関係機関との連携強化を行う。また、保険の確認や公共交通機関へ
の通知、広報などを実施。
令和６年１月に本格稼働し、週に１回福祉施設から近隣のスーパーまで買い物バスが運
行している。

ニーズと資源のマッチング（スマホ講座の開催）
地域におけるボランティア団体や自治会、高齢者サロン等より、「せっかくスマホを買った
のに使い方が分からない」などの生活支援ニーズを把握。
それに対して通信会社の活動をマッチングさせ、「スマホ講座」の希望があった各地域で
開催した。
加えて、社会福祉協議会にてスマホの基本的な使い方や様々なオンライン手続きの利用
方法まで学ぶ機会としてスマホ教室を月1回定期開催している。

４ 参 考

生活支援コーディネーター 活動事例
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（1）中核機関

成年後見制度を必要とする方が適時相談でき、適切なタイミングで利用できるように、権利擁護支援の地域連携

ネットワークの中核となる機関（中核機関）を設置し、成年後見制度に関する相談対応や利用支援を実施する。

また、不足している後見人の人材育成や関係機関と連携強化のための体制づくりを行う。

（2）報酬助成

成年後見制度を必要とする本人や親族から後見人の選任申立てが見込めない場合、市長が代わって家庭裁判

所へ申立てを行い、後見人への報酬を支払うことができない被後見人等に対し報酬助成を行う。また、市長による

申立て以外で選任された後見人等に対しては、被後見人等が生活保護受給者又は低所得の場合に報酬助成を

行う。

１ 事業概要

予 算説明書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

154～155
３

民生費
１

社会福祉費
２

障害者福祉費
5-5

成年後見制度
利用支援費

千円
４，０３５

160～161
３

民生費
１

社会福祉費
３

高齢者福祉費
3-6

千円
３，７８４

特会

４
地域支援事業費
（介護保険事業
特別会計）

２
包括的支援事業・

任意事業

２
任意事業

-
成年後見制度
利用支援事業費

千円
２７，２２９
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（1）中核機関 10,022千円 （一般会計： 4,730千円、介護特会： 5,292千円）

成年後見制度を専門とした相談窓口としての役割と地域連携ネットワークの事務局的な役割を一体的に担う中核
機関に、制度に精通した専門職を配置し、以下の業務を行う。

ア 成年後見制度の広報

イ 制度や利用に関する相談受付および支援

ウ 後見人等からの相談対応や人材育成などの後見人支援

エ 家庭裁判所や関係機関との連携、体制づくり

（2）報酬助成 24,528千円 （一般会計：3,024千円、介護特会： 21,504千円）

※担い手不足解消のため、活動費助成について令和６年度から助成対象及び助成額を拡大

２ 事業内容

助成の種類 市長申立 市長申立以外

被後見人の要件
・生活保護受給者
・非課税世帯

助 成 対 象 被後見人等 後見人等

後見人等の要件 職種問わず 裁判所が受任依頼を行っている専門職等

助 成 金 額
【在宅】 上限28,000円×月数
【施設】 上限18,000円×月数
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【一般会計】

【介護保険事業特別会計】

費 目 金 額 備 考

報 償 費 3,024千円 報酬助成（障害9件見込）

委 託 料 4,730千円 中核機関運営委託料

そ の 他 費 用 65千円 郵送料、手数料

計 7,819千円

３ 事業費内訳

費 目 金 額 備 考

報 償 費 21,504千円 報酬助成（高齢64件見込）

委 託 料 5,292千円 中核機関運営委託料

そ の 他 費 用 433千円 郵送料、手数料等

計 27,229千円
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【一般会計】

※１ 国補助金：基準額×1/2（生活困窮者就労準備支援事業費等補助金）

基準額×1/2（地域生活支援事業費等補助金）

※２ 県補助金：基準額×1/4（長崎県地域生活支援事業費等補助金）

【介護保険事業特別会計】

※１ 国交付金：38.5/100（地域支援事業交付金）

※２ 県交付金：19.25/100（長崎県地域支援事業交付金）

※３ その他財源：第1号被保険者保険料、返還金等

４ 財源内訳

事業費

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２

地方債 その他 一般財源

7,819千円 620千円 60千円 － 千円 － 千円 7,139千円

事業費

財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２

地方債
その他
※３

一般財源

27,229千円 10,482千円 5,241千円 － 千円 5,898千円 5,608千円
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【参考】

１ 成年後見制度の概要

認知症や知的障害等により判断能力が低下している高齢者又は障害者等の財産管理や契約行為などを、

家裁より選任された後見人等が、本人に代わり行う制度。

２ 認知症高齢者数

R５年10月１日現在、17,384人。今後増え続け、R12年には約20,000人になると推計される。

３ 中核市の状況（R4年4月1日時点、全62市に照会）

４ 成年後見制度の申立数（最高裁判所、長崎家庭裁判所より）

※ 長崎県の申立件数は、家庭裁判所の管轄全50か所のうち32位

整備状況 運営主体 委託先

整備済 52市 83.9％ 直営 5市 9.6％ 社協 43市 91.5％

未整備 10市 16.1％ 委託 36市 69.2％ NP0 3市 6.4％

合計 62市 100％ 併用 11市 21.2％ 一般社団法人 1市 2.1％

合計 52市 100％ 合計 47市 100％

R2 R3 R4

長崎県 332件 414件 360件

長崎市 115件 140件 117件

-71-



【参考】

５ 中核機関の機能について

後見人支援 制度利用促進

中核機関の機能

相談広報
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【参考】

６ 報酬助成について

（1） 現行の報酬等助成

（2） 他都市の状況

市長申立と市長申立以外の助成上限額調べ 中核市のうち長崎市を除く61市

都市数 備考 割合

同 額

43市
在宅：28,000円
施設：18,000円

79％

5市
独自の基準額
（報酬の基準額2万円以上の額）

異 な る 2市
市長申立以外の助成額
・15,000円
・15,000円又は10,000円

3％

そ の 他 11市 市長申立の助成のみ実施 18％

助成の種類 市長申立（報酬助成） 市長申立以外（活動費助成）

被 後 見 人 の 要 件 ・生活保護受給者 ・非課税世帯

助 成 対 象 被後見人等 後見人等

後 見 人 等 の 要 件 職種問わず 弁護士、司法書士、社会福祉士

助 成 金 額
【在宅】 上限28,000円×月数

【施設】 上限18,000円×月数

【在宅】 上限10,000円×月数

【施設】 上限 6,400円×月数

令 和 ４ 年 度 実 績 ４件（1,439千円） 27件（2,163千円）
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高齢者が交通機関を利用することにより、社会参加の機会を増やし、もって高齢者の生きがいを高めるとともに
介護予防に繋げることを目的として、年度中に満70 歳以上の誕生日を迎える者に対し、5,000 円程度の交通費助
成を行う。

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

160～161 ３
民生費

１
社会福祉費

３
高齢者福祉費

4-2 高齢者交通費助成費
千円

４３０，０４１

１ 事業概要

※（ ）内の割合は、端数調整しているため、合計の割合と一致しない場合があります。

２ 助成実績及び見込み

利用券等の種類 ＩＣカード タクシー 船舶
コミュニティ
バス 合計 未交換

対象者
計

登録又は
交付人数
（割合）

令和４年度 28,974
（30.1%）

59,029
（61.4%）

279
（0.3%）

65
（0.1%）

88,347
（91.9%）

7,830
（8.1%）

96,177
（100%）

令和５年度
R6.1.22現在

28,250
（29.0%）

61,152
（62.8%）

269
（0.3%）

64
（0.1%）

89,735
（92.1%）

7,681
（7.9%）

97,416
（100%）

令和６年度
見込み

28,852
（29.4%）

61,014
（62.2%）

269
（0.3%）

63
（0.1%）

90,198
（91.9%）

7,939
（8.1%）

98,137
（100%）

単位：人
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※その他財源：いきいき長寿社会基金

４ 財源内訳

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円
430,041

千円
-

千円
-

千円
－

千円
312,575

千円
117,466

費 目 金 額 備 考

需 用 費 5,922千円 利用券、利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ印刷等

役 務 費 8,155千円 利用券引換ハガキ、IC カード通知ハガキ郵送料等

委 託 料 12,245千円 システム保守、ポイント付与業務委託等

使用料及び賃借料 2,772千円 ポイント交換機賃借料

扶 助 費 400,947千円 交通助成費

計 430,041千円

３ 事業費内訳
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避難行動要支援者（※1）及び消防、警察、自治会などの避難支援等関係者が緊急時に迅速な対応ができるよう
避難行動要支援者の情報を整備し、避難支援等関係者へ情報提供を行うことで地域の支援体制を構築する。

※1 災害時に自ら避難することが難しいかた

予 算 説 明 書
事 業 名 予算額

ページ 款 項 目 番号

160～161 ３
民生費

１
社会福祉費

３
高齢者福祉費

6-2 避難行動要支援者支援費
千円

７，５９３

１ 事業概要

避難行動要支援者名簿の更新を行うとともに、新たに避難行動要支援者となったかた約2,700人の情報を、避難
支援等関係者へ提供することに係る同意勧奨を行う。

また、長崎市介護支援専門員連絡協議会に個別避難計画（※2）の作成業務を委託し、令和６年度は要介護２の
避難行動要支援者約5,600人の実態調査及び避難支援者がいない要介護２の独居又は高齢者世帯の個別避難
計画を担当ケアマネジャーにより作成する。

※2 避難行動要支援者ごとに避難場所や避難方法、避難生活上の留意点等を記載した避難支援のための計画。
災害対策基本法の一部改正（令和３年５月施行）において、計画作成が市町村の努力義務とされた。

２ 事業内容

３ 個別避難計画の作成実績

年 度 個別避難計画の作成対象者及び作成件数 備考

令和３年度 要介護１以上で災害危険区域居住や独居又は高齢者世帯 104 件 令和３・４年度に内閣
府モデル事業に参画。
令和４年度に個別避
難計画作成を事業化。

令和４年度 避難支援者がいない要介護３～５の独居又は高齢者世帯 231 件

令和５年度 避難支援者がいない要介護３～５の世帯状況不明世帯 見込 500 件
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※保険料個人負担金（会計年度任用職員分）

５ 財源内訳

事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 ※ 一般財源

千円
7,593

千円
-

千円
-

千円
-

千円
2

千円
7,591

費 目 金 額 備 考

需 用 費 343千円 送付用封筒印刷等

役 務 費 549千円 郵送料等

委 託 料 6,302千円
避難行動要支援者登録者入力委託、個別避難計画作成業
務委託

そ の 他 費 用 399千円 会計年度任用職員報酬等

計 7,593千円

４ 事業費内訳
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物価高に苦しんでいる低所得世帯への対応として、令和5年度に、
住民税非課税世帯へ10万円（3万円＋7万円）、住民税均等割のみ
課税世帯へ10万円、非課税世帯及び均等割のみ課税世帯に子ど
も1人あたり5万円［こども加算］を支給している。
上記の世帯以外への負担軽減策として、令和6年度に住民税と
所得税の定額減税が予定されているが、令和6年度に新たに非課税又は均等割のみ課税となる世帯
や納税額が低い世帯においては、定額減税による負担軽減を十分に受けられないことが見込まれる。

１ 現 状（と課題）

予 算 説 明 書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

166～167 ３
民生費

１
社会福祉費

10
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金費

1-1
電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付金
給付事業費（給付金）

千円
５，０９８，７００

新たに非課税又は均
等割のみ課税となる世
帯や納税額が低く定額
減税を十分に受けられ
ない方の物価高騰によ
る家計への負担を軽減
する。

２ 対応方針

（1）低所得世帯（新たに非課税又は均等割のみ課税となる世帯）への給
付金として10万円を支給する。さらに、18歳以下の児童がいる世帯へ
1人あたり5万円を支給する。
① 低所得世帯9,635世帯 × 10万円 ＝ 963,500千円
② ①の世帯の児童数［こども加算］1,699人×５万円＝ 84,950千円

計（①＋②） 1,048,450千円
（2）納税額が低く定額減税を十分に受けられない方（納税者数：72,359人）

に対して給付金を支給する。（調整給付） 4,050,250千円

３ 事業概要

子ども1人あたり5万円［こども加算］

住民税
非課税世帯
1世帯10万円

住民税均等割のみ
課税世帯
1世帯10万円

◎令和5年度の低所得世帯向けの給付金
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以下の①又は②のいずれかに該当する定額減税しきれない方に対し、現金の支給を行う。
① 所得税の「定額減税可能額（3万円×減税対象人数）」が「令和6年分推計所得税額（令和5

年分所得税額）」を上回る方
② 住民税所得割の「定額減税可能額（1万円×減税対象人数）」が「令和6年度分住民税所得

割」を上回る方
※減税対象人数・・・納税者本人、扶養親族等（同一生計配偶者及び扶養親族）

◆支給額の算定例：夫、妻（控除対象配偶者）、子（扶養親族）2人の4人家族の場合
①所得税分

― ＝

②住民税分

― ＝

→調整給付額 ①109,000円＋②13,000円＝122,000円≒130,000円（1万円単位で端数切上げ）

◎令和6年度における調整給付の総額見込み（予算額）
72,359人（対象となる納税者数） × 55,974円（納税者1人あたりの調整給付の平均額）

≒ 4,050,250千円

「調整給付」について

定額減税可能額
（3万円×4人）
120,000円

令和6年分推計所得税額（減税前）
＝令和5年分所得税額（実績）

11,000円

① 所得税分
控除不足額
109,000円

定額減税可能額
（1万円×4人）
40,000円

令和6年度分住民税所得割額
（減税前）
27,000円

② 住民税分
控除不足額
13,000円
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※今後、国から発出される事務連絡等により、スケジュールが変動する可能性がある。

令和６年度

4月 5月 6月 7月 8～10月 11月 12月

準備期間

コールセンター

基準日

支給のお知らせ等発送

申請期間

支給期間

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10

５ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円
5,098,700

千円
5,098,700

千円
－

千円
－

千円
－

千円
－

未定（6月1日を想定）

４ スケジュール（案）
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令和6年1月補正予算

令和5年12月補正予算

令和6年度当初予算 令和6年度当初予算

（一部追記）
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物価高騰対応重点支援給付金の支給実施に係る経費を計上するもの。

１ 概要

予 算 説明書

事 業 名 予算額
ページ 款 項 目 番号

166～167 ３
民生費

１
社会福祉費

10
住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金費

1-2
電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付金
給付事業費（事務費）

千円
１７０，７６８

２ 事業内容

区分 金額（千円） 主な内訳

報 酬 2,187 会計年度任用職員報酬
（地域センター7か所に相談窓口職員を配置）

職 員 手 当 等 1,294 職員時間外勤務手当

共 済 費 431 雇用保険料（会計年度任用職員分） 等

旅 費 136 会計年度任用職員通勤費

需 用 費 1,986 消耗品、提出勧奨はがき（未提出世帯）の印刷製本費

役 務 費 28,934 郵送料、口座振込手数料 等

委 託 料 135,596

・コールセンター運営等業務委託（110,000千円）
※コールセンター業務・確認書等審査業務・窓口対応業務（中央・西浦上・滑石）
・システム改修等業務委託（13,596千円）
・確認書等作成・封入封緘業務委託（12,000千円）

使用料及び賃借料 204 ＯＡ機器借上料 等

計 170,768
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※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10

３ 財源内訳

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円

170,768
千円

170,768
千円
－

千円
－

千円
－

千円
－
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